
　　　はじめに

１　　現行の選挙制度は、最大のクライシス要因である。
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ここ20年間の日本の国家リスクを総括すると、政治的な不安

定さ、史上例のない高い公的債務、最近では、近隣諸国との領土

問題、そして活発化した地震活動や潜在的テロ活動による原子力

発電所の事故災害などであろう。中でも、2011年３.11を発端と

する原発事故以降のリーダーシップ、原発事故収拾における実務

面での脆弱さを2度と繰り返さないよう国家としての危機管理体

制を確立すべきというのが、本稿の趣旨である。

1990年代のバブル崩壊前まで日本は、経済一流、政治三流と

言われていたが、選挙制度上、抜本的な対策が取られたことはな

い。政治家は、自衛隊の最高指揮官でもあり、災害時は、重要な

リーダーである。技術者として原発事故原因を見ると中学校の理

数科教材レベルの初歩的な見落としの多さに愕然とするが、関係

地域の自治体に、技術やリスク管理を知る政治家がいたら、全く

異なった結果であったろうと思う。

そこで、私は、世界トップクラスにある日本人の知力（注２）

と実務力を政治に反映するため、熟議民主主義（注３）に基づく

トーナメント方式の熟議選挙「(仮称）勝抜き熟議選挙」を提案し

たい。これは、学校の生徒会、高等教育機関、自治会などどのよ

うな組織でも適用可能である。

この選挙制度では、有権者がグループ（各30人）で議論し、

各グループの中から最終選挙人立候補者か政治家立候補者かのど

ちらか計３名を選ぶ。各段階で１割（30分の３）が選ばれるの

で、有権者10万人でも、３段階で100名が選ばれる。最終熟議

会議を含み、全４段階で首長１名を選ぶことができる。この方法

の優位性は、駅立ちなどの演説、チラシなどから得られる印象で

なく、数時間に及ぶ小グループでの熟議を通すため、誠実さや現

場を重んじる日本人の行動規範に合致する点である。

選挙の季節には、数か月にわたり多数の熟議が、巷間で持たれ

る。課題を議論する中で、コミュニティが生まれる契機になるだ

ろう。政治家は、長期の選挙運動、宣伝資金額、握手の数などに

より選ばれるのではなく、世代や職種を超え、課題を議論する各

グループから、彼らの経験や実務能力などの具体的情報により選

ばれるので、どの段階でも選ばれたら誰もが名誉と感じる。

この選挙では、「政治家になりたい人ではなく、なって欲しい

人を推す」ため、国民の知性と倫理性が、世界の最高レベルにあ

る日本のさらなる発展につながる道となるであろう。

2013年７月21日の参議院選挙では、投票率が52.61%と戦後

３番目の低さとなった。消費税増税が話題となった前回と異な

り、明確な話題性がなかったという意見もあるが、憲法改正（平

和憲法）や原発活用の是非という意味でこれ以上の話題性はな

かったであろう。活発な議論が各地で行われても良いと思われた

が、そこに至らなかったのは有権者に意欲を感じさせない選挙制

度に問題があるのではないかと考える。昨年、インターネットに

よる選挙運動が解禁されたが、影響は小さく、現状の選挙制度を

見ると以下の課題があるのではないかと思う。

１）有権者の多くは、政策の長期的影響に配慮しない。

２�）選挙はイメージ競争であり、有権者は自分にとっての「甘

言」を頼りに投票する。

３）選挙は、党利・党略、足の引っ張り合いの意味合いが強い。

４�）選挙には、多額の費用が必要となるため、最終的には資金

力の大きさが影響する。

５）２世、３世の政治家が増え、被選挙権の平等性は薄れている。

６�）メディアの政治家に対するネガティブキャンペーンに起因

する、政権の不安定さ。

７�）「名前を売り込む」要素が強い現状の選挙制度自体が、誠

実さ・謙遜を美徳とする日本人の行動文化・倫理規範に合わ

ない。

８�）政治家は、選挙対策に力を使うため、議会活動、外交、政

策対話等、本来の政治活動ができない。

上記の１）～３）は、長期的視点に立つ政策が実現できない原

因ともなる。４）と５）は、有権者に無力感を感じさせる要因と

もなっている。企業で一般事務員を１名採用するにも、３名以上

の候補者から選ぶことは普通である。しかし、2010年の調査に

よると、政治家になる倍率は1.21倍であり、当選確率は82.6%と

なる（注４）。また、政治を家業とする例が多く、選挙制度が日

本人の基本的価値観に合致していないと思われる。１票の格差は

司法が取り上げているが、災害発生時や国土防衛上のリーダーを

選ぶと言う観点から見れば、被選挙権の格差の問題の方が重篤で

ある。　

６）については、メディアには視聴率や購読者数を増やす目的

で、クライシスの可能性を煽りがちになる側面がある。７）につ

いては、現行の選挙制度が、欧米先進諸国を範とした時代や、戦

後、女性参政権が導入された頃には、多くの集会で真剣な議論が

なされたと思われるが、現在の政治に対するイメージは、選挙の

抜本的改革なしには回復不能と考える。８）については、政治家

の多くの労力が本来の政治活動以外に費消される問題である。現

状のままでは有権者も政治家も、そして日本全体が、その犠牲者

である。

日本の国家リスクは、トーナメント方式の熟議選挙で
減らせる
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２　　クライシスマネジメントは、実務家の知恵で！ ３　　熟議民主主義を実現する「勝抜き熟議選挙」の方法
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2011年３月11日、東北大震災に続き原発事故が発生した。安

全神話の中で十分対応できなかった電力会社には、重大な過失が

あるものの、外交面を含め適格な対処ができなかった日本のリー

ダーシップ欠如の事態を2度と繰り返さないようすべきであると

いうのが、エネルギー産業の技術者出身で、マネジメント専門家

として国際協力にも従事した私の思いである。

例えば震災後、日本のメディアに様々の専門家は出たが、プラ

ント運転の実務家がいなかった。事故は運転時に起こり、どのよ

うに安全停止するかという問題である。例えば、プラントの計装

システムは動物で言えば神経組織に相当するが、その正確な情報

が無いまま、機器の不正確な温度、圧力、水のレベルが報道さ

れ、いたずらに社会を混乱させるばかりであった。

さらに自衛隊ヘリコプターにより上空から2,3トンの水をかけ

たが、現場技術者の意見を聞いていれば、実施しなかったと思

われる。2013年後半にも、タンク群から汚染水が漏洩していた

が、石油産業の標準的な技術を適用すれば防ぐことができたと考

えられる。これは、リーダーシップを取るべき関係者間で、有効

な情報交換がなされていないためではないか。

風による放射性物質の拡散については、スピーディ（SPEEDI:

放射能影響予測）を活用しなかったことが、問題視された。しか

し、ヘリコプター数機に長いロープをつけ、大きなシートを引っ

張り、原発の上からかぶせれば、風による放射性物質の拡散を大

幅に減じることができたであろう。シートを掛けた後もロープを

つけたままにしておけば、シートを外すことも容易にできる。

原発事故後、来日した外国人専門家チームはしばらくの間、東

京のホテルに待機させられたという。この未曾有の危機におい

て、日本は、技術的な経験も国際的な対話についても、本来の力

を結集させることができなかった。このように各問題を見ると、

リーダーシップを取るべき政治家に、若干の知識と実務経験さえ

あれば、と思われるような初歩的なことばかりである。

以上を振り返ると、リーダーシップをとるべき人々が、危機発

生後に学べることは非常に限られるという事実が垣間見える。こ

れは、政府が検討会や審議会のために民間人を含め学識経験者を

集めても、その結果は、政治家や事務局の官僚機構の見識を超え

ることがないという私の経験とも一致している。技術者らが、工

学的知見のない人々に対策を理解させることは容易ではない。現

行の選挙制度で選び出された従来型の政治家は、実務に疎く、危

機対応においても有効なリーダーシップを発揮できないのである。

現場経験の乏しい官僚機構を補完する存在は、現状では政治家

以外にはない。総合的な危機管理の観点からも、現場で実務を経

験してきた人材が政治家にもっと含まれることが望ましい。今回

の大災害が示唆していることは、日本のリーダー集団である政治

家を実務経験という面で、一定以上の水準に維持する仕組みが必

要であるということではないだろうか。

これまで現場での仕事や技術などに熱意を持つ実務家は、各々

が属する組織で重宝され、重い責任を担ってきているため、それ

以外の仕事に魅力を感じてこなかった。しかし、本提案である熟

議民主主義を基礎とした「勝抜き熟議選挙」は、選挙中に有権者

が課題と政策を議論し、実務力のある人材、「ならせたい人」を

推す選挙制度であり、この実施により、広範な課題について問題

解決型の政治が実現できるのではないかと期待する。

抽象的なイメージなどで少ない倍率から立候補者を選ぶ、従来

の選挙制度に対し、「勝抜き熟議選挙」は、熟議民主主義を実現

し、誠実さと倫理性を貴ぶ日本人の行動規範に合致する。さらに

選んだ当事者達によるモニタリング機能を付与することで、従来

より合理的に首長のリコールも可能な制度である。

ここでは、小さな選挙区の首長選挙で仮に選挙権を有する

12000人が選挙人（現行の有権者で、首長候補者を含み最終選

挙人に立候補する者）として応募したと仮定する。このうち首長

に立候補を表明する人は、選挙管理委員会との面接や証拠文書に

より経歴など情報の正しさ、立候補の趣旨を確認される。

第一段階：30人づつ400のグループ（計１万2000人が参加と

設定）により各々数時間の熟議会議で、各３名づつ（立候補者か

選挙人どちらでも良い）を選ぶ。この会議を熟議会議と呼び、図

表１のようなプログラムで議論と投票が行われる。首長立候補者

がいないグループでは最終選挙人候補者ばかりを３名選ぶ。各グ

ループで10分の１（30分の３）になるので、この段階で1200人

が残る。

第二段階：第一段階で選ばれた1200人が30人づつに分かれ、

40の熟議会議を行い、各グループが選挙人か立候補者の計３名

を選出（首長立候補者がいないグループでは選挙人候補者ばか

り）。この段階で120名が残る。第二段階終了時で既に各地域で

100名の中から１名選ばれた事実自体が、地域の様々な活動に資

する有為な人材を発掘していることとなる。

第三段階：120名で熟議会議が行われ、最終投票を行う。この

場合、120名を30名づつの４グループに分け、各々３名選び、

さらに最終的に12名の中から再度選挙をしてもよいが、120名

程度であれば、一日の会議でワールドカフェ（注５）のように４

－５人の小グループで組み合わせを変え、議論を重ね、最後に投

票する方法もある。また、政治の継続性の観点から、現在の議員

は、最終熟議選挙への参加を選択できる制度が良いだろう。

首長選挙で一人を選ぶには、得票数が過半数となるまで投票を

繰り返すが、毎回、投票獲得数が少ない立候補者から立候補を取

りやめ、次の投票に参加する。

大きな地方自治体では、第一段階で有権者による参加者数が

８万人や80万人のケースもあるが、段階数を１～２段階増加す

れば、十分に対応可能である。例えば、参加者20万人であれ

ば、第三段階終了時点で200人に絞れ、残り二段階で首長一人を

選ぶことができる。時間と労力がかかり過ぎるとの批判があるか

も知れないが、それにより、世代を超え、職種や専門を超え、立

場を超え理解が深まるのである。時には、厳しい議論があるだろ

が、場と課題を共有することで、地域でコミュニティが形成され

るのである。

最終熟議会議に参加する市民には、私たちが目指すべきビジョ

ン、政治哲学や倫理規定などの３日間程度のワークショップ形式

のトレーニングをしても良いだろう。このトレーニングは、政治

経済の専門家が講師となり、過去の政治経済上の課題を総括し、

判断の誤りを減らすための議論を重ねるのである。

また、モニタリング会議は、首長を選んだ第二段階以降のグ

ループのメンバーが集まり、半年毎に行う。上の例では、全部

で３段階あるが、第二段階は、首長を除き29人であり、最終熟

議会議で119名の計148名が参加する。また、リコールは、例え



５　　「勝抜き熟議選挙」は、なぜ、より良い選択か。

４　　変革は、「勝抜き熟議選挙」で！
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ば、モニタリング参加者の４分の３の合意で行われ、新たな首長

は、最終熟議会議の参加者から選ばれる。

１．変革の必要性

私は、経済産業の発展を支援するコンサルタントとして、30

年近く多くの国の産業や教育政策、国家戦略を見てきたが、国の

戦略や政策上の判断は、それほど簡単ではないという気がしてい

る。以下がその例であるが、何れも、一見すると良いと思える政

策や倫理的な意図が、逆の結果を生む例である。（注６）

　例１．貧困層への配慮で経済がさらに疲弊

�　�　アジアのある大統領は、支持基盤の貧困層への配慮から電

気料金を最低にとどめた。その結果、新規の発電所建設だ

けでなく既存の発電所の維持補修までが停滞、数年後には首

都での停電時間が毎日８－10時間にも及び、経済活動が停

滞、貧困層がさらに増加した。この大統領は、クリスマス前

には政府職員全員にケーキを配るほどの心配りと愛に満ちた

人で、多方面から問題を訴えに来る人々と話すことを楽しむ

人物であった。

　例２．高い法人税率などによる産業への搾取で国内の空洞化

　�　人・物・金が自由に国境を超え行き交うグローバル経済が

進展する現在、民間企業からより多く税金を取ろうとする

と、十年足らずで国外に拠点を移し、逆に国の税収は減り失

業者が増加する。アフリカでは、多くの雇用を生み出してい

た白人の農場主を排斥したところ、経済が崩壊した国まであ

る。裕福で高齢の経営者は、政治に愛相を尽かし会社をたた

むか、国外移住を考える。その結果、さらに国内で失業者が

増えるのである。

　例３．分かり易い二元論で、問題解決が困難に。

　�　与党か野党か、テロリストか一般人か、敵か味方か、民間

か官僚か・・など、政治家が、二元論を使うと分かりやすい

ため有権者にも受けが良い。しかし、攻撃された側は、自分

を守るために反発、問題の解決が難しくなる。事務能力のあ

る行政機関があることで市民生活が成り立っている。二元論

をカッコ良く使う政治家は、自分の生活のために悪者と問題

が必要なのだ。

他の先進諸国の例を見ても新政策の経済への効果を見るには数

年、良い結果を国民が感じるまでに10年以上かかる。（注７）し

かし、日本では国政選挙中、「皆様には、この政策で今後10年は

耐えていただきたい」などという話はまず出てこない。つまり、

現状の選挙の仕組みでは、立候補者は、長期的視点で政策を語る

より、目の前の人気投票に勝つため、良いイメージと耳に心地よ

い政策や安易な敵対者づくりがポイントになる。選挙制度の仕組

みが、間接的に日本人の倫理性を低め、政府への依存心を高め、

国際競争力を減じていると感じる。

仮に日本で本格的に長期の政策課題を議論するとしても、今の

選挙制度では、大多数の有権者が投票前に各政党のセミナーにで

ることはなく、政治家の街頭演説に耳を傾ける歩行者も少なく、

熟議による相互理解に比肩できるとは思えない。マクロ経済の金

融政策や財政政策を基本に、さらに教育政策、産業育成政策、外

交政策などをきちんと理解するには、経済学、公共政策学、経営

学、国際関係論などの大学院レベルの知見や、他国のベンチマー

キングが重要になっているからである。（注８）

世界に例を見ない高い債務が、国民総生産の2倍となる1000

兆円を超えたという日本の財政状況が、現在までの選挙方法の結

果である。国民は若者や未来の日本人を担保に借金のツケをまわ

し、法外なドンチャン騒ぎを続けてきたことになる。選挙制度を

改革し、長期に続く地道で健全な変革を起こす必要があると思わ

れる。

２．「勝抜き熟議選挙」の特長

　①「人」ではなく「政策や仕事」を選ぶ

　�　この選挙では、最初に参加者全員に選挙委員会が確認した

立候補者全員の情報が配布される。ただし、この選挙は、

仕事（政策と実力）を選ぶという「仕事基準」の考え方なの

で、配布情報には、仕事力、実務力を示す経験や資格と、政

策に関連して認識する課題、政策提案などはあるが、「人

基準」情報である個人名、性別、年齢、学歴などは、伏せら

れている。それらは、各熟議会議で、立候補者自らが開示す

る。（注９）

　�　各会議では、議事進行のトレーニングを受けた主副司会者

が２名おり、彼らが、議事進行を行う。この司会者は、役所

の職員、大学院学生などの市民ボランティアである。

　②選挙管理委員会の役割

　�　選挙管理委員会は、立候補者全員の経歴などの情報が事実

であることや、主張に説得性があることを、各立候補者から

の提出書類と面談で確認する。例えば、「女性の社会参加を

推進」と言っても、具体性がなければ是とされない。また、

同委員会は熟議会議の進行・司会を行う自治体職員や市民ボ

ランティアへのトレーニングプログラムを開発し、資格を与

える権限を持つ。

　③諮問委員会の役割

　�　選挙管理委員会の上部構造として有識者市民と地方議員で

構成される「諮問委員会」があり、選挙の前に提言書を作

成する。この提言書には日本全体の経済、エネルギー、高齢

化・医療、産業、教育、人口動態、さらに地域の学校教育、

高齢化対策、産業、農業、他課題について触れる。それが、

各熟議会議での最初のプレゼンテーション内容となる。ま

た、地方自治体の選挙で、議員に占める女性の割合を４割以

上とか、年齢構成別の割合などの最終形を提言することもで

きる。

　④�首長を選んだ会議の構成員は、評価者やアドバイザーとして

の役割が続く

　�　首長を選んだ各熟議会議（第二段階以降）の構成員は、首

長の任期中、首長へのアドバイザーや評価者となる。各アド

バイザーは、半年毎に、集会を開催して首長の仕事を評価し

公表する。

１．学び合いから最高の知恵が集積

熟議により、多様性を容認しながら、集団としての知恵を集積

する文化を創造する。

２．限りないカイゼン

勉強会を入れたり、議論の進め方などについて、工夫しカイゼ

ンを起こす。

３．量（投票率）よりも、質（議論）

熟議会議は一回につき３～４時間以上かかるが、民間企業で人
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材の昇進を決める場合と同じく質の高い選挙となる。

４．人的ネットワークの形成

世代を超え、様々の分野の知識経験を共有するコミュニティを

形成する。

５．実務能力に優れた人材の参加

立候補が容易なため、忙しく実務能力に優れた立候補者でも参

加可能である。

６．政治家は、本来の政治に専念

自己宣伝を容認しない制度のため、それに時間を割く必要がな

く、政治家は、本来の政治に専念できる。

７．資金をかけない選挙が、日本を再生

政治家になるための活動資金のニーズがなくなる。

一票の格差、選挙権の不平等性よりも、被選挙権の格差、不平

等性を直さない限り、政治家を頂点とする日本のリーダーシップ

構造は改善しない。この熟議を経る選挙は、一般の企業が、人材

の昇進会議で実施していることを選挙に適用するだけのことであ

る。熟議を経れば、有権者の最高の知見に収束し、有権者が賢明

になれば、選ばれることも政治に参加することも名誉になる。

有権者は、従来のように立候補者の話を一方的に聞き投票する

のが良いのか、熟議の末、目の前の最適な人を選び、自分の意見

を託すのか。これまでは、なりたいという人間が政治家になるた

め、問題が発覚するたびにメディアが引きずり落とそうとした。

新しい選挙方法では、目の前の人材を推挙することで、有権者

は、政治を育てようとする。

日本の国会は、二院制であるが、どちらかを熟議選挙としても

良い。数か月間の熟議を経て千倍以上の倍率から選ばれた集団

と、従来の方法で選ばれた集団の実務力の差は、歴然となるであ

ろう。現場を知る実務型人材は、日本の官僚機構には良い意味で

の刺激となり、日本の国際的地位を一段と高めるであろう。

「勝抜き熟議選挙」を実施するには、公職選挙法を改定する必

要があろう。しかし、前述のとおり、学校の生徒会や高等教育機

関、自治会などどのような組織でも適応可能である。外部からの

参加を奨励することで、地方自治体での人材確保や、より発達さ

せれば地域起こしのイベントとしても使える可能性も高いと思わ

れる。イベント内容と同時に、真に役立つイベント・リーダーも

決めることができるからである。（注10）

注１：大阪大学工学部、米バージニア大学ダーデン経営大学院卒。外資系

石油会社での技術者から、社団法人海外コンサルティング企業協会など

を経て、1991 年から独立。日本、アジア、旧ソ連地域、アフリカなど

広範な地域において、企業経営や開発コンサルタントとして 30 年近い

経験。エネルギー管理士、リスクマネジメントフェロー

注２：OECD 成人の学力調査 2011 年では、2 分野（読解力、数的思考力）

で、24 か国・地域中、日本は一位であった。

注３：Deliberative Democracy：「熟慮し議論する」の意味。熟議民主主

義は、現状の集計民主主義の問題点を乗り越える可能性があるとされる。

注４：NPO 法人ドットジェイピーによる 2010 年 3 月末時点調べ。補欠

選挙含まず。全国の市区町村議会それぞれの、直近の選挙での議員定

数と立候補者数を調べたところ、平均倍率：1.21 倍。当選確率にして

82.6％。また、立候補者数が議員定数と同数か、下回ったため、「全員当選」

となった自治体も 150 市町村以上に上った。

注５：1990 年代に開始された、対話の力で社会を改善する手法。全部で

千人であっても小グループ（各 4、5 人）で議論し、構成員の組み合わ

せを変え、さらに組み合わせを戻し、グループで議論することで参加者

全員に一体感を持たせる。

注６：例 1 ～ 3 は、実際には、他の条件も複雑に重なっているところを、

分かり易く単純化している。

注７：大前研一氏は、米大統領レーガンと英首相のサッチャー政権の事例

から、結果が出るまでに 15 年かかると言う。

注８：米国のビジネススクールでは、各学生が大統領の役割を得て、長

期の国家戦略を作成するトレーニングがある。それを持ち寄って、小グ

ループやクラスで何度も議論を重ねることで、各戦略部分の目的と意義

を理解するのである。

注９：「仕事基準」とは、仕事が創出する価値に注目する考え方。対して「人

基準」とは、仕事をする人の属性：年齢、学歴、出身など変えられない

要素に注目して判断する考え方。一般に「人基準」性が高くなった古い

組織や社会は、停滞する傾向にある。

注 10：選挙管理委員会の方針として地域外の人材による立候補を歓迎す

れば、他地域からの有能な人材の獲得につながる。
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